
令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金交付要項 

 

（趣 旨） 

第１条 知事は、生活環境等の安定向上を図る必要がある地域及びその周辺地域の住民

（以下「地域住民」という。）に対して、福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点と

なる開かれたコミュニティーセンターとして、生活上の各種相談事業をはじめ社会福

祉等に関する総合的な活動を行い、もって地域住民の生活の社会的、経済的、文化的

改善向上を図るとともに、生活上の課題や様々な人権課題の速やかな解決に資するた

め、隣保館運営事業等を実施する市町村（以下「補助事業者」という。）に対し、予

算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付については、熊本県補助金

等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、この要項に定めるところによる。 

 

（交付の対象） 

第２条 補助金は、補助事業者が次に掲げる事業を行う場合に交付する。 

（１）隣保館運営事業 

平成１４年８月２９日厚生労働省発社援第 0829002 号厚生労働事務次官通知

「隣保館の設置及び運営について」（以下「設置運営要綱」という。）に基づき

行われる隣保館の基本事業 

（２）隣保館等における隣保事業 

設置運営要綱及び平成１４年８月２９日社援発第 0829001号厚生労働省社会・

援護局長通知「隣保館の設置及び運営について」に基づき行われる次の事業 

（ア）隣保館における隣保館デイサービス事業 

（イ）隣保館における地域交流促進事業   

（ウ）隣保館における相談機能強化事業 

（エ）広域隣保活動事業 

２ 補助対象期間は４月１日から翌年３月３１日とする。 

 

（交付額の算定方法） 

第３条 前条の規定により補助事業者に交付する補助金の交付額は、次により算出され

た額以内とする。ただし、種目ごとに算出された額に 1,000円未満の端数が生じた場

合には、これを切り捨てるものとする。 

（１）別表の第１欄の種目ごとに、第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費

の実支出額とを比較して、少ない方の額を選定する。 

（２）前号により選定された額と総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額と

を比較して少ない方の額に４分の３を乗じて得た額と、別表の第４欄に定める熊

本県助成限度額とを比較して少ない方の額を交付額とする。 

 

（補助金の申請） 

第４条 規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式によるものとする。 

２ 第２条に掲げる事業を行う市町村は、補助金交付申請書１部を別に定める日までに、

知事に提出しなければならない。 

 

（決定の通知） 

第５条 規則第６条の規定による補助金の交付決定の通知は、別記第２号様式によるも

のとする。 

 

 



（変更申請等） 

第６条 規則第７条第１項の補助事業の内容等の変更事由は、補助事業者が、補助事業

に要する経費の配分又はその内容の著しい変更とする。 

２ 規則第７条第１項の変更申請書は、別記第３号様式によるものとする。 

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による補助事業の内容等の

変更の決定通知は、別記第２号様式を準用するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 規則第８条第１項の申請の取下げは、交付決定の通知を受けた日から１４日以

内に書面で知事に申し出なければならない。 

 

（実績報告） 

第８条 規則第１３条の補助事業等実績報告書は、別記第４号様式によるものとする。 

２ 補助事業者は、前項の実績報告書１部を、翌年の３月３１日までに知事に提出しな

ければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、別記第５号様式によるも

のとする。 

 

（補助金の請求等） 

第１０条 補助事業者は、補助金を概算払により受けようとするときは、請求書（別記

第６号様式その１）に次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）支出計算内訳明細書 

（２）概算払を必要とする理由書 

（３）その他知事が指定した書類 

２ 補助事業者は、事業完了後において補助金の交付を受けようとするときは、請求書

（別記第６号様式その２）に支出計算内訳明細書を添付しなければならない。 

３ 請求書の提出部数は、１部とする。 

 

（財産の処分の制限） 

第１１条 規則第２１条第２項の別に定める期間は、「補助事業等により取得し、又は

効用を増加した財産の処分制限期間」（平成２０年厚生労働省告示第３８４号）に定

める期間に相当する期間とする。 

２ 補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器

具については、前項の期間を経過するまで、知事の承認を受けないでこの補助金の目

的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならな

い。 

 

（証拠書類の保管） 

第１２条 規則第２３条の別に定める期間は、５年間とする。 

 

（雑 則） 

第１３条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要項は、令和７年（２０２５年）９月１０日から施行し、令和７年（２０２５年）

４月１日から適用する。 



 別記第１号様式（第４条関係） 

 

                               第    号 

                    令和  年（   年）  月  日 

 

 

熊本県知事        様 

 

 

住所 

市町村長名 

 

 

令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助 

金の交付について（申請） 

このことについて、次により補助金を交付されるよう下記の関係書類を添えて申請し

ます。 

 

      補助金申請額  金          円 

 

記 

 
１ 令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表 

２ 財源内訳 

３ 令和７年度（２０２５年度）事業計画 

４ 隣保館運営費等支出予定額内訳 

５ 収支予算書 

６ その他参考となる資料 

 



別記第２号様式（第５条関係） 

 

                             人同政第   号 

                    令和  年（   年）  月  日 

 

 

  市町村長（氏名） 様 

 

 

熊本県知事        印 

 

 

令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助 

金交付決定通知書 

令和  年（   年）  月  日付け   第  号で申請のありました令和７

年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金については、熊

本県補助金等交付規則第４条の規定により、下記の条件を付して金        円

を交付しますので、同規則第６条の規定により通知します。 

記 

補助の条件 

熊本県補助金等交付規則及び令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣

保館運営費等）補助金交付要項を守ってください。 

 



別記第３号様式（第６条関係） 

 

                               第    号 

                    令和  年（   年）  月  日 

 

 

熊本県知事        様 

 

 

                       住所 

                       市町村長名 

 

 

令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助 

金変更交付について（申請） 

令和  年（   年）  月  日付け人同政第  号で交付決定のあったこのこ

とについて、次のとおり変更交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

記 

   補助金交付決定額  金        円 

   補助金変更申請額  金        円 

          （増△減          円） 

 

 

 

（注）変更申請書に添付する関係書類の様式は、当初交付申請書に準ずるものとしま

すが、「変更理由書」（書式任意）を必ず添付してください。 

 



別記第４号様式（第８条関係） 

 

                               第    号 

                    令和  年（   年）  月  日 

 

 

熊本県知事        様 

 

 

                       住所 

                       市町村長名 

 

 

令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助 

金に係る実績報告書の提出について 

令和  年（   年）  月  日付け人同政第  号で交付決定のあった上記補

助金の実績について、下記の関係書類を添えて報告します。 

記 
１ 令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書 

２ 財源内訳 

３ 令和７年度（２０２５年度）事業実績 

４ 隣保館運営費等支出済額算出内訳 

５ 歳入歳出決算書又は見込書 

 



別記第５号様式（第９条関係） 

 

                               第    号 

                    令和  年（   年）  月  日 

 

 

市町村長（氏名） 様 

 

 

                       熊本県知事        印 

 

 

   令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助 

金交付額確定通知書 

令和  年（   年）  月  日付け人同政第  号で交付決定しました令和７

年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金については、熊

本県補助金等交付規則第１４条の規定により、下記のとおりその額を確定しましたので

通知します。 

記 

１ 交付確定額   金          円 

２ 交付決定額   金          円 

 



別記第６号様式その１（第１０条関係） 

 

 

令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金 

概算払請求書 

 

 

令和  年（   年）  月  日付け  第   号で交付決定の通知があった

令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金のうち、

下記の金額を交付されるよう熊本県補助金等交付規則第１６条及び令和７年度（２０２

５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金交付要項第１０条の規定によ

り、関係書類を添えて請求します。 

 

記 

 

請求額   金            円 

 

 

口座振込先 

 

     銀行      支店 

 

預金種別 

 

 

 

口座名義 

 

 

 

口座番号 

 

 

 

 

 

添付書類 

１ 支出計算内訳明細書 

２ 概算払を必要とする理由書 

 

 

 

令和  年（   年）  月  日 

 

                              住所 

                                市町村長名                               

 

 

熊本県知事        様 

 



 別記第６号様式その２（第１０条関係） 

 

 

    令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金 

交付請求書 

 

 

令和  年（   年）  月  日付け人同政第   号で確定の通知があった令

和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金として、下

記の金額を交付されるよう熊本県補助金等交付規則第１６条及び令和７年度（２０２５

度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金交付要項第１０条の規定により、

関係書類を添えて請求します。 

 

記 

 

請求額      金          円 

 

 

口座振込先 

 

     銀行     支店 

 

預金種別 

 

 

 

口座名義 

 

 

 

口座番号 

 

 

 

 

 

         

添付書類 

１ 支出計算内訳明細書 

 

 

 

 

  令和  年（   年）  月  日 

 

                              住所 

                                市町村長名                               

 

 

熊本県知事        様 



（参考） 

 

概算払を必要とする理由書 

 

 

 

「令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金交付

要項」に基づく隣保館運営事業等を円滑に実施するため。 

 

 

 

令和  年（   年）  月  日 

 

 

                               

 

 

 

熊本県知事        様 

 
 

 



別表（第３条関係） 

１ 種目 ２ 基  準  額 ３ 対象経費 ４ 熊本県助成限度額 

隣保館運

営事業 

次により算出された額の合計額 

１ 隣保館運営費 

① 館長のみを配置している隣

保館 

１館当たり 5,116,000円 

ただし、館長が兼務している場

合（次のア、イに該当している場

合を除く）は、3,993,000円を当該

兼務する職数で除した額（千円未

満端数切捨）に1,123,000円を加算

した額 

ア 辞令のみの兼務で実際の業務が専ら隣保館館長 

イ 同一敷地内の兼務で主たる業務が隣保館館長 

 

② 指導職員を１人～４人配置 

している隣保館 

１館当たり 8,934,000円 

ただし、館長が兼務している場

合（次のア、イに該当している場

合を除く）は、3,993,000円を当該

兼務する職数で除した額（千円未

満端数切捨）に4,941,000円を加算

した額 

ア 辞令のみの兼務で実際の業務が専ら隣保館館長 

イ 同一敷地内の兼務で主たる業務が隣保館館長  

 

上記に加え、次の業務を実施す

る場合の加算額 

③ 相談事業 

１館当たり 600,000円 

 

④ 社会調査及び研究事業 

１館当たり 60,000円 

 

２ 周辺地域巡回事業 

１館当たり 176,000円 

 

ただし、事業期間が１年に満た 

ない場合は、この基準額に事業実 

施月数/１２を乗ずるものとする。 

隣保館運営のため

に必要な報酬(従事

職員分に限る)､給料

､職員手当等､共済費

､報償費､旅費､需用

費､役務費（保険料を

除く。）､使用料及び

賃借料､原材料費､備

品購入費､負担金 

次により算出された額の合計額 

１ 隣保館運営費 

① 館長のみを配置している隣

保館 

１館当たり 3,392,000円 

ただし、館長が兼務している場

合（次のア、イに該当している場

合を除く）は、2,648,000円を当該

兼務する職数で除した額（千円未

満端数切捨）に744,000円を加算し

た額 

ア 辞令のみの兼務で実際の業務が専ら隣保館館長 

イ 同一敷地内の兼務で主たる業務が隣保館館長 

 

② 指導職員を１人～４人配置 

している隣保館 

１館当たり 5,924,000円 

ただし、館長が兼務している場

合（次のア、イに該当している場

合を除く）は、2,648,000円を当該

兼務する職数で除した額（千円未

満端数切捨）に3,276,000円を加算

した額 

ア 辞令のみの兼務で実際の業務が専ら隣保館館長 

イ 同一敷地内の兼務で主たる業務が隣保館館長 

 

上記に加え、次の業務を実施す

る場合の加算額 

③ 相談事業 

１館当たり 397,000円 

 

④ 社会調査及び研究事業 

１館当たり 39,000円 

 

２ 周辺地域巡回事業 

１館当たり 116,000円 

 

ただし、事業期間が１年に満た

ない場合は、この基準額に事業実

施月数/１２を乗ずるものとする。 
  



 

１ 種目 ２ 基  準  額 ３ 対象経費 ４ 熊本県助成限度額 

隣保館デ

イサ－ビ

ス事業費 

１館当たり 1,191,000円 

 

隣保館デイサ－ビ

ス事業の実施に必要

な報酬、給料、職員手

当等、共済費、報償費

、旅費、需用費、役務

費（保険料を除く。）

、委託料、使用料及び

賃借料、原材料費、備

品購入費 

１館当たり 789,000円 

 

地域交流

促進事業

費 

 次により算出された額の合計額 

１ 休日等開館事業 

5,992円×活動延日数 

ただし、年間２４日以上である

こと 

２ 交流促進講座開催事業 

１館当たり 413,000円 

ただし、１講座当たり月６時間

程度以上年１８時間以上開催する

こと 

 地域交流促進事業

の実施に必要な報酬

、給料、職員手当等、

共済費、報償費､旅費

、需用費、役務費（保

険料を除く。)、委託

料､使用料及び賃借

料、原材料費、備品購

入費 

 

次により算出された額の合計額 

１ 休日等開館事業 

3,973円×活動延日数 

ただし、年間２４日以上である

こと 

２ 交流促進講座開催事業 

１館当たり 273,000円 

ただし、１講座当たり月６時間

程度以上年１８時間以上開催する

こと 

相談機能

強化事業

費 

１館当たり 870,000円  相談機能強化事業

の実施に必要な報酬

、給料、職員手当等、

共済費、報償費、旅費

、需用費､役務費(保

険料を除く｡)、委託

料、使用料及び賃借

料、原材料費、備品購

入費 

１館当たり 576,000円 

広域隣保

活動事業

費 

１か所当たり 1,307,000円  広域隣保活動事業

の実施に必要な報酬

､給料、職員手当等、

共済費､報償費､旅費

､需用費､役務費(保

険料を除く｡)､委託

料、使用料及び賃借

料､原材料費､備品購

入費 

１館当たり 866,000円 

 

 



１　令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表 市町村名　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

寄附金その 差　引　額 対象経費実 補助基本額 基本算出額 県助成 算　出　額 国庫補助 県負担額

総事業費 他の収入額 （Ａ－Ｂ） 支出予定額 基 準 額 （Ｃ、Ｄ､Ｅいずれか （Ｆ×3/4） 限度額 （Ｇ､Ｈいずれか 所要額 （Ｉ－Ｊ）

少ない方の額） 少ない方の額） （Ｉ×2/3）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

　（注）１　Ｇ～Ｊ欄について、千円未満は切り捨てとします。

　　　　２　同一市町村内に複数の隣保館等がある場合は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表（隣保館等別内訳）」を添付

　　　　　してください。

２　財源内訳 （単位：円）

県補助金 一般財源 その他
総事業費 備考

財　　源　　内　　訳

区　　　　分

合　　　計

 隣保館デイサービス事業費

 広域隣保活動事業費

 隣保館運営事業費

 相談機能強化事業費

 地域交流促進事業費
　 ①休日等開館事業

 地域交流促進事業費
　 ②交流促進講座開催事業

計（①＋②）



（　別　紙　）　　令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表　（隣保館別内訳） （単位：円）

市町村合併に伴い、市町村内に複数の隣保館がある場合のみ作成してください。
寄附金その 差　引　額 対象経費実 補助基本額 基本算出額 県助成 算　出　額

総事業費 他の収入額 （Ａ－Ｂ） 支出予定額 基 準 額 （Ｃ、Ｄ､Ｅいずれか （Ｆ×3/4） 限度額 （Ｇ､Ｈいずれか

少ない方の額） 少ない方の額）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

（注）１ 隣保館数に応じて、表は適宜変更してください。
　　　２「市町村計」の数値は、「１ 令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表」の数値と一致すること。
　　　３　G欄、H欄（市町村計のみ）、I欄については、千円未満は切り捨てとします。

市町村名　　　　　　　　　　　　　　

　広域隣保活動事業費

合　　　計

市町村計

　隣保館デイサービス事業費

　相談機能強化事業費

　広域隣保活動事業費

合　　　計

　隣保館運営事業費

計（①＋②）

隣保館名

　隣保館運営事業費

　隣保館デイサービス事業費

区　　　　分

合　　　計

　隣保館デイサービス事業費

　相談機能強化事業費

計（①＋②）

　広域隣保活動事業費

　隣保館運営事業費

地域交
流促進
事業費

　相談機能強化事業費

計（①＋②）

地域交
流促進
事業費

地域交
流促進
事業費



（　別　紙　）　　令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表　（隣保館別内訳） （単位：円）

市町村合併に伴い、市町村内に複数の隣保館がある場合のみ作成してください。
寄附金その 差　引　額 対象経費実 補助基本額 基本算出額 県助成 算　出　額

総事業費 他の収入額 （Ａ－Ｂ） 支出予定額 基 準 額 （Ｃ、Ｄ､Ｅいずれか （Ｆ×3/4） 限度額 （Ｇ､Ｈいずれか

少ない方の額） 少ない方の額）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

（注）１　隣保館数に応じて、表は適宜変更してください。
　　　２　「市町村計」の数値は、「１　令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表」の数値と一致すること。
　　　３　G欄、H欄（市町村計のみ）、I欄については、千円未満は切り捨てとします。

市町村名　　　　　　　　　　　　　　

市町村計

隣保館名

　隣保館運営事業費

　隣保館デイサービス事業費

区　　　　分

合　　　計

　隣保館デイサービス事業費

　隣保館運営事業費

計（①＋②）

　隣保館運営事業費

計（①＋②）

　相談機能強化事業費

合　　　計

　隣保館デイサービス事業費

　相談機能強化事業費

計（①＋②）

　広域隣保活動事業費

合　　　計

　隣保館運営事業費

　広域隣保活動事業費

　隣保館デイサービス事業費

地域交
流促進
事業費

地域交
流促進
事業費

　相談機能強化事業費

　広域隣保活動事業費

合　　　計

　相談機能強化事業費

地域交
流促進
事業費

地域交
流促進
事業費

計（①＋②）

　広域隣保活動事業費



３　令和７年度（２０２５年度）事業計画 隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　

　※事業計画（①、②、③ｱ～ｳ、④ｱ～ｵ）は、各隣保館等毎に作成してください（該当する項目のみ）。　

①　令和７年度（２０２５年度）　運営方針

②　隣保館等概況調書（令和７年（２０２５年）４月１日現在）

建物 延　　　　　㎡

用地 　　　　　　㎡

（　　　　　　　年度）

　　　　　年　　月　　日

（　　　　　　　年度）

　　　　　年　　月　　日

事業開始年月日

設置年月日 利用対象世帯数

面　　　積名　　　称

所　在　地 利用対象地域名

利用対象人員



③　従事職員状況調べ

ア　隣保館運営事業（隣保館デイサービス事業、広域隣保活動事業を除く。）

（単位：円）

定数内
職　員

定数外
職　員

定数内
職　員

定数外
職　員

（注）

  １　令和７年度（２０２５年度）に当該隣保館において従事する職員（兼任・嘱託等の名称に

  　関わりなく実際に従事する者）について、記入してください。ただし、法令又は他の予算措置

  　によって国庫補助金等を受けている職員については記入しないでください。

  ２　「職名」欄には、館長、指導職員、事務職員等の別を記入してください。

  ３　「職員給与支払額」の合計額は、「４　隣保館運営費等支出予定額内訳（その１）」、

　　「４　隣保館運営費等支出予定額内訳（その３）」及び「４　隣保館運営費等支出予定額

　　内訳（その４）」の「報酬、給料、職員手当、共済費」の合計額と一致します。

  ４  「専任」、「兼任」の別欄は、「専任」「兼任」のうちいずれか該当する欄に○印をつけ

     てください。

    　 なお、「定数内職員」とは、市町村条例で定めた職員定数内の職員をいい、「定数外職員」

     とは、「定数内職員」以外の職員をいいます。

従　事
開　始
年月日

合計　　　名

専　　　任 兼　　　任

専任・兼任の別

職名 氏　名

職員給与支払額

報酬 給料

諸手当

＊ 共済
  費含む

計



③　従事職員状況調べ

イ　隣保館デイサービス事業

（単位：円）

月額 年間予定額

（注）

１　令和７年度（２０２５年度）に当該隣保館において従事する講師等について記入して

　ください。ただし、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受けている講師等に

　ついては記入しないでください。

２　「事業名」欄は、日常生活訓練、社会適応訓練等の別を記入してください。

合計　　　　　　　　名

事業名 氏　名
従　事
開　始
年月日

給料、職員手当等及び報償費



③　従事職員状況調べ

ウ　広域隣保活動事業

（単位：円）

定数内
職　員

定数外
職　員

定数内
職　員

定数外
職　員

（注）

  １　令和７年度（２０２５年度）に当該施設において従事する職員（兼任・会計年度任用職

  　員等の名称に関わりなく実際に従事する者）について、記入してください。ただし、法令

  　又は他の予算措置によって国庫補助金等を受けている職員については記入しないでください。

  ２　「職名」欄には、館長、指導職員、事務職員等の別を記入してください。

  ３　「職員給与支払額」の合計額は、「４　隣保館運営費等支出予定額内訳（その５）」の

　　「報酬、給料、職員手当、共済費」の合計額と一致します。

  ４  「専任」、「兼任」の別欄は、「専任」「兼任」のうちいずれか該当する欄に○印をつけ

     てください。

    　 なお、「定数内職員」とは、市町村条例で定めた職員定数内の職員をいい、「定数外職員」

     とは、「定数内職員」以外の職員をいいます。

従　事
開　始
年月日

合計　　　名

専　　　任 兼　　　任

専任・兼任の別

職名 氏　名

職員給与支払額

報酬 給料

諸手当

＊ 共済
  費含む

計



④　事業実施計画表

ア　隣保館運営事業（隣保館デイサービス事業、地域交流促進事業、及び広域隣保活動事業

　を除く。）

令和６年度実績
（前年度）

令和７年度予定
（当該年度）

生　活　相　談 年間

就　労　相　談 〃

健　康　相　談 〃

教　育　相　談 〃

育　児　相　談 〃

食生活改善指導 年間

生活環境改善指導 〃

利　用　人　員 年間

蔵　  書  　数

日曜子ども会 年間

勉　　強　　会 〃

識　字　学　級 〃

ス　ポ　ー　ツ 〃

家庭教育講演会 年間

料理、生花、着付教室 年間

集　団　検　診 年間

実　態　調　査 年間

冠　婚　葬　祭 年間

座　　談　　会 〃

社 会 調 査

会議室利用

そ　の　他

クラブ活動

講　演　会

講　習　会

診療・検診

備　　考

相 談 事 業
（相談件数
を記入して
ください）

生活改善指導

図 書 閲 覧

実　施　回　数

事業区分 内　　容
実施
単位



④　事業実施計画表

イ　隣保館デイサービス事業

令和６年度実績
（前年度）

令和７年度予定
（当該年度）

日常生活動作 年間

歩　　　行 〃

家 事 訓 練 〃

会　　　話 年間

手　　　話 〃

点　　　字 〃

カナタイプ 〃

生活マナー 〃

絵 年間

書 〃

陶　　　芸 〃

木　彫　り 〃

刺　　　繍 〃

編　　　物 〃

園　　　芸 〃

家族及びﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等に
対する介護技術指導

年間

医　　　療 年間

福　　　祉 〃

生 活 相 談 〃

そ　の　他

介護技術指導

更 生 相 談

備　　考

日常生活訓練

社会適応訓練

創作・軽作業

実　施　回　数

事業区分 内　　容
実施
単位



④　事業実施計画表

ウ　地域交流促進事業

令和６年度実績
（前年度）

令和７年度予定
（当該年度）

交流促進講座 年間

相 談 事 業 〃

生活改善指導 〃

図 書 閲 覧 〃

クラブ活動 〃

講  演  会 〃

講  習  会 〃

診療・検診 〃

社 会 調 査 〃

会議室利用 〃

そ  の  他 〃

日 日

(注）休日に開館し、１日に複数の事業を実施した場合は、主たる事業の欄にのみ計上すること。

令和６年度実績
（前年度）

令和７年度予定
（当該年度）

実施期間

年間

月間

年間　　　　時間

月平均　　　時間

年間　　　　時間

月平均　　　時間

　　年　　月

～　　年　　月

備　　考

交流促進
講座開催
事   業

実　施　時　間　数

備　　考

事業区分 内　　容
実施
単位

休日等開館
事　 　業

開　館　日　数

事業区分 内　　容

計

実施
単位



④　事業実施計画表

エ　相談機能強化事業

事業区分 内　　容 実施期間 実施回数 参加者数 備　　考

支援方策検討会

支　援　活　動
（支援方策検討会に
　基づく支援活動を

　　記入してください）

相　談　活　動
（支援方策検討会に
　基づく支援活動を

　　記入してください）

そ　の　他



④　事業実施計画表

オ　広域隣保活動事業

令和６年度実績
（前年度）

令和７年度予定
（当該年度）

生　活　相　談 年間

就　労　相　談 〃

健　康　相　談 〃

教　育　相　談 〃

育　児　相　談 〃

食生活改善指導 年間

生活環境改善指導 〃

利　用　人　員 年間

蔵　  書  　数

日曜子ども会 年間

勉　　強　　会 〃

識　字　学　級 〃

ス　ポ　ー　ツ 〃

家庭教育講演会 年間

料理、生花、着付教室 年間

集　団　検　診 年間

実　態　調　査 年間

冠　婚　葬　祭 年間

座　　談　　会 〃

社 会 調 査

会議室利用

そ　の　他

クラブ活動

講　演　会

講　習　会

診療・検診

備　　考

相 談 事 業
（相談件数
を記入して
ください）

生活改善指導

図 書 閲 覧

事業区分 内　　容
実施
単位

実　施　回　数



４　隣保館運営費等支出予定額内訳（その１）

　※　支出予定額内訳（その１～その５）は、各隣保館等毎に作成してください（該当する事業のみ）。　 （単位：円）

［隣保館デイサービス事業、地域交流促進事業、

　相談機能強化事業、広域隣保館活動事業を除く］

員数 単　価 金　　額

（対象経費）

報　　　　　酬

給　　　　　料

職　員　手　当

共　　済　　費

小　　　　計

報　　償　　費

小　　　　計

旅　　　　　費

需　　用　　費

役　　務　　費

使用料及び賃借料

原　材　料　費

備 品 購 入 費

負　　担　　金

小　　　　計

計

（その他の経費）

計

合　　計

（注１）　隣保館を事業実施の拠点としているものであっても、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受ける事業に従事する職員に係る経費は計上しないこと。

（注２）　合計欄は、「１　令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表」の中の「隣保館運営事業費」項目の「総事業費Ａ欄」と一致します。

　　　　　（但し、同一市町村内に複数の隣保館等がある場合の合計欄は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表（隣保館別内訳）」

　　　　　　の各隣保館等の個表中の「隣保館運営事業費」項目の「総事業費Ａ欄」と一致します。）

隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　分 算　　　出　　　基　　　礎 備　　　考

隣  保  館  運  営  事  業



４　隣保館運営費等支出予定額内訳（その２）

（単位：円）

員数 単　価 金　　額

（対象経費）

報　　　　　酬

給　　　　　料

職　員　手　当

共　　済　　費

小　　　　計

報　　償　　費

小　　　　計

旅　　　　　費

需　　用　　費

役　　務　　費

委　　託　　料

使用料及び賃借料

原　材　料　費

備 品 購 入 費

小　　　　計

計

（その他の経費）

計

合　　計

（注１）　隣保館を事業実施の拠点としているものであっても、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受ける事業に従事する職員に係る経費は計上しないこと。

（注２）　合計欄は、「１　令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表」の中の「隣保館デイサービス事業費」項目の「総事業

　　　　　費Ａ欄」と一致します。（但し、同一市町村内に複数の隣保館等がある場合の合計欄は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営

　　　　　費等）補助金総括表（隣保館別内訳）」の各隣保館等の個表中の「隣保館デイサービス事業費」項目の「総事業費Ａ欄」と一致します。）

（注３）　委託料を計上する場合には、備考欄に委託先を記入すること。

隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　分 算　　　出　　　基　　　礎 備　　　考
隣 保 館 デ イ サ ー ビ ス 事 業



４　隣保館運営費等支出予定額内訳（その３）

　　※　「休日等開館事業」と「交流促進講座開催事業」の両事業を実施する場合は、各事業毎に作成してください。 （単位：円）

員数 単　価 金　　額

（対象経費）

報　　　　　酬

給　　　　　料

職　員　手　当

共　　済　　費

小　　　　計

報　　償　　費

小　　　　計

旅　　　　　費

需　　用　　費

役　　務　　費

委　　託　　料

使用料及び賃借料

原　材　料　費

備 品 購 入 費

小　　　　計

計

（その他の経費）

計

合　　計

（注１）　隣保館を事業実施の拠点としているものであっても、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受ける事業に従事する職員に係る経費は計上しないこと。

（注２）　合計欄は、「１　令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表」の中の「地域交流促進事業費」項目の「総事業費Ａ

　　　　　欄」と一致します。（但し、同一市町村内に複数の隣保館等がある場合の合計欄は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費

　　　　等）補助金総括表　（隣保館別内訳）」の各隣保館等の個表中の「地域交流促進事業費」項目の「総事業費Ａ欄」と一致します。）

（注３）　委託料を計上する場合には、備考欄に委託先を記入すること。

隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　分 算　　　出　　　基　　　礎 備　　　考
地 域 交 流 促 進 事 業



４　隣保館運営費等支出予定額内訳（その４）

（単位：円）

員数 単　価 金　　額

（対象経費）

報　　　　　酬

給　　　　　料

職　員　手　当

共　　済　　費

小　　　　計

報　　償　　費

小　　　　計

旅　　　　　費

需　　用　　費

役　　務　　費

委　　託　　料

使用料及び賃借料

原　材　料　費

備 品 購 入 費

小　　　　計

計

（その他の経費）

計

合　　計

（注１）　隣保館を事業実施の拠点としているものであっても、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受ける事業に従事する職員に係る経費は計上しないこと。

（注２）　合計欄は、「１　令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表」の中の「相談機能強化事業費」項目の「総事業費Ａ

　　　　　欄」と一致します。（但し、同一市町村内に複数の隣保館等がある場合の合計欄は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費

　　　　　等）補助金総括表（隣保館別内訳）」の各隣保館等の個表中の「相談機能強化事業費」項目の「総事業費Ａ欄」と一致します。）

（注３）　委託料を計上する場合には、備考欄に委託先を記入すること。

隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　分 算　　　出　　　基　　　礎 備　　　考
相　談　機　能　強　化　事　業



４　隣保館運営費等支出予定額内訳（その５）

（単位：円）

員数 単　価 金　　額

（対象経費）

報　　　　　酬

給　　　　　料

職　員　手　当

共　　済　　費

小　　　　計

報　　償　　費

小　　　　計

旅　　　　　費

需　　用　　費

役　　務　　費

委　　託　　料

使用料及び賃借料

原　材　料　費

備 品 購 入 費

小　　　　計

計

（その他の経費）

計

合　　計

（注１）　隣保館を事業実施の拠点としているものであっても、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受ける事業に従事する職員に係る経費は計上しないこと。

（注２）　合計欄は、「１　令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金総括表」の中の「広域隣保活動事業費」項目の「総事業費Ａ欄」

　　　　　と一致します。（但し、同一市町村内に複数の隣保館等がある場合の合計欄は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助

　　　　　金総括表（隣保館別内訳）」の各隣保館等の個表中の「広域隣保活動事業費」項目の「総事業費Ａ欄」と一致します。）

（注３）　委託料を計上する場合には、備考欄に委託先を記入すること。

隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　分 算　　　出　　　基　　　礎 備　　　考
広 域 隣 保 活 動 事 業



５　令和７年度（２０２５年度）収支予算書

（収　　入） （単位：千円）

款 項 目 節 説　　明

（支　　出） （単位：千円）

国・県
支出金

地方債 その他

合　　　　　計

　　上記のとおり相違ないことを証明します。

合　　　　計

財　　源　　内　　訳

現計予算額区分

県 補 助 金

市 町 村 費

そ  の  他

　　　　　令和　　年（　　年）　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名

款 項 目 節 特　定　財　源
一般
財源

説　　明現計予算額

（注）　財源内訳は、「目」について記載すること。



１　令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書 市町村名　  　　  　　　　　　　 （単位：円）

寄 附 金 差 引 額 対象経費 基 準 額 補助基本額 基本算出額 県助成 算 出 額 国庫補助 県負担額 県 補 助 過不足額

総事業費 その他の （Ａ－Ｂ） 実支出額 （申請時の （C,D,Eいずれか （F×3/4） 限度額 （G,Hいずれか 所 要 額 （Ｉ－Ｊ） 所 要 額 交付決定額 受 入 額

収 入 額 補助基本額） 少ない方の額) 少ない方の額） （I×2/3） （Ｊ＋Ｋ） （Ｎ－Ｌ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ

　（注）　１　Ｇ～Ｊ欄について、千円未満は切り捨てとします。

　　　　　２　同一市町村内に複数の隣保館等がある場合は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書（隣保館別内訳）」を

　　　　　　添付してください。

２　財源内訳 （単位：円）

県補助金 一般財源 その他
備考

財　　源　　内　　訳

区　　　　分

合　　　計

隣保館デイサービス
事業費

広域隣保活動事業費

隣保館運営事業費

相談機能強化事業費

地域交流促進事業費
①休日等開館事業

計（①＋②）

地域交流促進事業費
②交流促進講座開催事
業

総事業費



（ 別 紙 ）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書 （隣保館別内訳） 市町村名　  　　  　　　　　　　

市町村合併に伴い、市町村内に複数の隣保館がある場合のみ作成してください。 （単位：円）
寄 附 金 差 引 額 対象経費 補助基本額 基本算出額 県助成 算 出 額

総事業費 その他の （Ａ－Ｂ） 実支出額 基 準 額 （C,D,Eいずれか （F×3/4） 限度額 （G,Hいずれか

収 入 額 少ない方の額) 少ない方の額）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

（注）１　隣保館等の数に応じて、表は適宜変更してください。
　　　２　「市町村計」の数値は、「１ 令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書」の数値と一致すること。
　　　３　Ｇ欄、Ｈ欄（市町村計のみ）、Ｉ欄については、千円未満は切り捨てとします。

地域交
流促進
事業費

市町村計
計（①＋②）

相談機能強化事業費

広域隣保活動事業費

合　　　計

隣保館デイサービス事業費

隣保館名

隣保館運営事業費

隣保館デイサービス事業費

区　　　　分

合　　　計

隣保館デイサービス事業費

広域隣保活動事業費

隣保館運営事業費

地域交
流促進
事業費

計（①＋②）

相談機能強化事業費

相談機能強化事業費

計（①＋②）

隣保館運営事業費

地域交
流促進
事業費

広域隣保活動事業費

合　　　計



（　別　紙　）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書　（隣保館別内訳） 市町村名　  　　  　　　　　　　

市町村合併に伴い、市町村内に複数の隣保館がある場合のみ作成してください。 （単位：円）
寄 附 金 差 引 額 対象経費 補助基本額 基本算出額 県助成 算 出 額

総事業費 その他の （Ａ－Ｂ） 実支出額 基 準 額 （C,D,Eいずれか （F×3/4） 限度額 （G,Hいずれか

収 入 額 少ない方の額) 少ない方の額）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

①休日等開館事業

②交流促進講座開催事業

（注）１　隣保館等の数に応じて、表は適宜変更してください。
　　　２　「市町村計」の数値は、「１ 令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書」の数値と一致すること。
　　　３　Ｇ欄、Ｈ欄（市町村計のみ）、Ｉ欄については、千円未満は切り捨てとします。

合　　　計

地域交
流促進
事業費

隣保館デイサービス事業費

広域隣保活動事業費

計（①＋②）

合　　　計

計（①＋②）

市町村計

隣保館運営事業費

地域交
流促進
事業費

計（①＋②）

隣保館デイサービス事業費

合　　　計

広域隣保活動事業費

相談機能強化事業費

相談機能強化事業費

合　　　計

隣保館名 区　　　　分

隣保館運営事業費

隣保館デイサービス事業費

相談機能強化事業費

隣保館運営事業費

地域交
流促進
事業費

計（①＋②）

広域隣保活動事業費

隣保館運営事業費

広域隣保活動事業費

相談機能強化事業費

隣保館デイサービス事業費

地域交
流促進
事業費



３　令和７年度（２０２５年度）事業実績 隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　

　※　事業実績（①、②、③ｱ～ｳ、④ｱ～ｵ）は、各隣保館等毎に作成してください（該当する項目のみ）。　

①　事業効果

②　隣保館等概況調書（令和８年（２０２６年）３月３１日現在）

建物 延　　　　　㎡

用地 　　　　　　㎡

（　　　　　　　年度）

　　　　　年　　月　　日

（　　　　　　　年度）

　　　　　年　　月　　日

面　　　積名　　　称

所　在　地 利用対象地域名

設置年月日 利用対象世帯数

利用対象人員事業開始年月日



③　従事職員状況調べ

　ア　隣保館運営事業（隣保館デイサービス事業、広域隣保活動事業を除く。） （単位：円）

専任 兼任 専任 兼任
会計年度
任用職員

委託契約

（注）

  １　令和７年度（２０２５年度）に当該隣保館において従事する職員（兼任・会計年度任用職員等の名称に関わりなく実際に従事する者）

  　について、記入してください。ただし、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受けている職員については記入しないでください。

  ２　「職名」欄には、館長、指導職員、事務職員等の別を記入してください。

  ３  「専任」、「兼任」の別欄は、「専任」「兼任」のうちいずれか該当する欄に○印をつけてください。

    　 なお、「定数内職員」とは、市町村条例で定めた職員定数内の職員をいい、「定数外職員」とは、「定数内職員」以外の職員をいいます。

雇用形態

合計　　　名

報酬等の月額

定　数　内　職　員 定　数　外　職　員

職名 氏　名

専任・兼任の別 従　事
開　始
年月日

専任・兼任の別

職名 氏　名
従　事
開　始
年月日

合計　　　名



③　従事職員状況調べ

イ　隣保館デイサービス事業

（単位：円）

月額 年間支出額

（注）

１　令和７年度（２０２５年度）に当該隣保館において従事する講師等について記入して

　ください。ただし、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受けている講師等に

　ついては記入しないでください。

２　「事業名」欄は、日常生活訓練、社会適応訓練等の別を記入してください。

合計　　　　　　　　名

事業名 氏　名
従　事
開　始
年月日

給料、職員手当等及び報償費



③　従事職員状況調べ

　ウ　広域隣保活動事業 （単位：円）

専任 兼任 専任 兼任
会計年度
任用職員

委託契約

（注）

  １　令和７年度（２０２５年度）に当該施設において従事する職員（兼任・会計年度任用職員等の名称に関わりなく実際に従事する者）

  　について、記入してください。ただし、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受けている職員については記入しないでください。

  ２　「職名」欄には、館長、指導職員、事務職員等の別を記入してください。

  ３  「専任」、「兼任」の別欄は、「専任」「兼任」のうちいずれか該当する欄に○印をつけてください。

    　 なお、「定数内職員」とは、市町村条例で定めた職員定数内の職員をいい、「定数外職員」とは、「定数内職員」以外の職員をいいます。

合計　　　名

雇用形態

合計　　　名

報酬等の月額

定　数　内　職　員 定　数　外　職　員

職名 氏　名

専任・兼任の別 従　事
開　始
年月日

専任・兼任の別

職名 氏　名
従　事
開　始
年月日



④　事業実績表

ア　隣保館運営事業（隣保館デイサービス事業、地域交流促進事業、及び広域隣保活動事業

　を除く。）

令和６年度実績
（前年度）

令和７年度実績
（当該年度）

生　活　相　談 年間

就　労　相　談 〃

健　康　相　談 〃

教　育　相　談 〃

育　児　相　談 〃

食生活改善指導 年間

生活環境改善指導 〃

利　用　人　員 年間

蔵　  書  　数

日曜子ども会 年間

勉　　強　　会 〃

識　字　学　級 〃

ス　ポ　ー　ツ 〃

家庭教育講演会 年間

料理、生花、着付教室 年間

集　団　検　診 年間

実　態　調　査 年間

冠　婚　葬　祭 年間

座　　談　　会 〃

備　　考

相 談 事 業
（相談件数
を記入して
ください）

生活改善指導

図 書 閲 覧

実　施　回　数

事業区分 内　　容
実施
単位

社 会 調 査

会議室利用

そ　の　他

クラブ活動

講　演　会

講　習　会

診療・検診



④　事業実績表

イ　隣保館デイサービス事業

令和６年度実績
（前年度）

令和７年度実績
（当該年度）

日常生活動作 年間

歩　　　行 〃

家 事 訓 練 〃

会　　　話 年間

手　　　話 〃

点　　　字 〃

カナタイプ 〃

生活マナー 〃

絵 年間

書 〃

陶　　　芸 〃

木　彫　り 〃

刺　　　繍 〃

編　　　物 〃

園　　　芸 〃

家族及びﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等に
対する介護技術指導

年間

医　　　療 年間

福　　　祉 〃

生 活 相 談 〃

そ　の　他

介護技術指導

更 生 相 談

備　　考

日常生活訓練

社会適応訓練

創作・軽作業

実　施　回　数

事業区分 内　　容
実施
単位



④　事業実績表

ウ　地域交流促進事業

令和６年度実績
（前年度）

令和７年度実績
（当該年度）

交流促進講座 年間

相 談 事 業 〃

生活改善指導 〃

図 書 閲 覧 〃

クラブ活動 〃

講  演  会 〃

講  習  会 〃

診療・検診 〃

社 会 調 査 〃

会議室利用 〃

そ  の  他 〃

日 日

(注）休日に開館し、１日に複数の事業を実施した場合は、主たる事業の欄にのみ計上すること。

令和６年度実績
（前年度）

令和７年度実績
（当該年度）

実施期間

年間

月間

年間　　　　時間

月平均　　　時間

年間　　　　時間

月平均　　　時間

　　年　　月

～　　年　　月

内　　容

計

実施
単位

交流促進
講座開催
事   業

実　施　時　間　数

備　　考

事業区分 内　　容
実施
単位

休日等開館
事　 　業

備　　考

開　館　日　数

事業区分



④　事業実績表

エ　相談機能強化事業

事業区分 内　　容 実施期間 実施回数 参加者数 備　　考

支援方策検討会

支　援　活　動
（支援方策検討会に
　基づく支援活動を

　　記入してください）

相　談　活　動
（支援方策検討会に
　基づく支援活動を

　　記入してください）

そ　の　他



④　事業実績表

オ　広域隣保活動事業

令和６年度実績
（前年度）

令和７年度実績
（当該年度）

生　活　相　談 年間

就　労　相　談 〃

健　康　相　談 〃

教　育　相　談 〃

育　児　相　談 〃

食生活改善指導 年間

生活環境改善指導 〃

利　用　人　員 年間

蔵　  書  　数

日曜子ども会 年間

勉　　強　　会 〃

識　字　学　級 〃

ス　ポ　ー　ツ 〃

家庭教育講演会 年間

料理、生花、着付教室 年間

集　団　検　診 年間

実　態　調　査 年間

冠　婚　葬　祭 年間

座　　談　　会 〃

備　　考

相 談 事 業
（相談件数
を記入して
ください）

生活改善指導

図 書 閲 覧

事業区分 内　　容
実施
単位

実　施　回　数

社 会 調 査

会議室利用

そ　の　他

クラブ活動

講　演　会

講　習　会

診療・検診



４　隣保館運営費等支出済額内訳（その１）

　※　支出予定額内訳（その１～その５）は、各隣保館等毎に作成してください（該当する事業のみ）。　 （単位：円）

［隣保館デイサービス事業、地域交流促進事業、

　相談機能強化事業、広域隣保館活動事業を除く］

員数 単　価 金　　額

（対象経費）

報　　　　　酬

給　　　　　料

職　員　手　当

共　　済　　費

小　　　　計

報　　償　　費

小　　　　計

旅　　　　　費

需　　用　　費

役　　務　　費

使用料及び賃借料

原　材　料　費

備 品 購 入 費

負　　担　　金

小　　　　計

計

（その他の経費）

計

合　　計

（注１）　隣保館を事業実施の拠点としているものであっても、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受ける事業に従事する職員に係る経費は計上しないこと。

（注２）　合計欄は、「１　令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書」の中の「隣保館運営事業費」項目の「総事業費Ａ欄」

　　　　と一致します。　（但し、同一市町村内に複数の隣保館等がある場合の合計欄は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）

　　　　補助金精算書（隣保館別内訳）」の各隣保館等の個表中の「隣保館運営事業費」項目の「総事業費Ａ欄」と一致します。）

隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　分 算　　　出　　　基　　　礎 備　　　考

隣  保  館  運  営  事  業



４　隣保館運営費等支出済額内訳（その２）

（単位：円）

員数 単　価 金　　額

（対象経費）

報　　　　　酬

給　　　　　料

職　員　手　当

共　　済　　費

小　　　　計

報　　償　　費

小　　　　計

旅　　　　　費

需　　用　　費

役　　務　　費

委　　託　　料

使用料及び賃借料

原　材　料　費

備 品 購 入 費

小　　　　計

計

（その他の経費）

計

合　　計

（注１）　隣保館を事業実施の拠点としているものであっても、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受ける事業に従事する職員に係る経費は計上しないこと。

（注２）　合計欄は、「１　令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書」の中の「隣保館デイサービス事業費」項目の「総事業

　　　　費Ａ欄」と一致します。（但し、同一市町村内に複数の隣保館等がある場合の合計欄は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費

　　　　等）補助金精算書（隣保館別内訳）」の各隣保館等の個表中の「隣保館デイサービス事業費」項目の「総事業費Ａ欄」と一致します。）

（注３）　委託料を計上する場合には、備考欄に委託先を記入すること。

隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　分 算　　　出　　　基　　　礎 備　　　考
隣 保 館 デ イ サ ー ビ ス 事 業



４　隣保館運営費等支出済額内訳（その３）

　　※　「休日等開館事業」と「交流促進講座開催事業」の両事業を実施する場合は、各事業毎に作成してください。 （単位：円）

員数 単　価 金　　額

（対象経費）

報　　　　　酬

給　　　　　料

職　員　手　当

共　　済　　費

小　　　　計

報　　償　　費

小　　　　計

旅　　　　　費

需　　用　　費

役　　務　　費

委　　託　　料

使用料及び賃借料

原　材　料　費

備 品 購 入 費

小　　　　計

計

（その他の経費）

計

合　　計

（注１）　隣保館を事業実施の拠点としているものであっても、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受ける事業に従事する職員に係る経費は計上しないこと。

（注２）　合計欄は、「１　令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書」の中の「地域交流促進事業費」項目の「総事業費Ａ欄」

　　　　　と一致します。（但し、同一市町村内に複数の隣保館等がある場合の合計欄は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助

　　　　　金精算書（隣保館別内訳）」の各隣保館等の個表中の「地域交流促進事業費」項目の「総事業費Ａ欄」と一致します。）

（注３）　委託料を計上する場合には、備考欄に委託先を記入すること。

隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　分 算　　　出　　　基　　　礎 備　　　考
地 域 交 流 促 進 事 業



４　隣保館運営費等支出済額内訳（その４）

（単位：円）

員数 単　価 金　　額

（対象経費）

報　　　　　酬

給　　　　　料

職　員　手　当

共　　済　　費

小　　　　計

報　　償　　費

小　　　　計

旅　　　　　費

需　　用　　費

役　　務　　費

委　　託　　料

使用料及び賃借料

原　材　料　費

備 品 購 入 費

小　　　　計

計

（その他の経費）

計

合　　計

（注１）　隣保館を事業実施の拠点としているものであっても、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受ける事業に従事する職員に係る経費は計上しないこと。

（注２）　合計欄は、「１　令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書」の中の「相談機能強化事業費」項目の「総事業費Ａ欄」

　　　　　と一致します。（但し、同一市町村内に複数の隣保館等がある場合の合計欄は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助

　　　　　金精算書（隣保館別内訳）」の各隣保館等の個表中の「相談機能強化事業費」項目の「総事業費Ａ欄」と一致します。）

（注３）　委託料を計上する場合には、備考欄に委託先を記入すること。

隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　分 算　　　出　　　基　　　礎 備　　　考
相　談　機　能　強　化 事 業



４　隣保館運営費等支出済額内訳（その５）

（単位：円）

員数 単　価 金　　額

（対象経費）

報　　　　　酬

給　　　　　料

職　員　手　当

共　　済　　費

小　　　　計

報　　償　　費

小　　　　計

旅　　　　　費

需　　用　　費

役　　務　　費

委　　託　　料

使用料及び賃借料

原　材　料　費

備 品 購 入 費

小　　　　計

計

（その他の経費）

計

合　　計

（注１）　隣保館を事業実施の拠点としているものであっても、法令又は他の予算措置によって国庫補助金等を受ける事業に従事する職員に係る経費は計上しないこと。

（注２）　合計欄は、「１　令和７年度（２０２５年度）熊本県地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金精算書」の中の「広域隣保活動事業費」項目の「総事業費Ａ欄」

　　　　　と一致します。（但し、同一市町村内に複数の隣保館等がある場合の合計欄は、「（別紙）令和７年度（２０２５年度）地方改善事業費（隣保館運営費等）補助

　　　　　金精算書（隣保館別内訳）」の各隣保館等の個表中の「広域隣保活動事業費」項目の「総事業費Ａ欄」と一致します。）

（注３）　委託料を計上する場合には、備考欄に委託先を記入すること。

隣保館等名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　分 算　　　出　　　基　　　礎 備　　　考
広 域 隣 保 活 動 事 業



５　令和７年度（２０２５年度）歳入歳出決算事項別明細書

歳　　入 （単位：円）

区　分 金　額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名

収入済額 不納欠損額 収入未済額 備考調定額

予　　算　　現　　額

当　初

予算額

補　正

予算額

維持費及び
繰越事業費
繰越財源
充当額

計

節

歳　入　合　計

　　上記のとおり相違ないことを証明します。

　　　　　令和　　年（　　年）　　月　　日

款 項 目



５　令和７年度（２０２５年度）歳入歳出決算事項別明細書

歳　　出 （単位：円）

区　分 金　額

歳　出　合　計

繰越
明許費

計

款 目項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名

支出済額
事　故

繰　越
不用額 備考

　　　　　令和　　年（　　年）　　月　　日

翌年度繰越額

節予備費
支出及び
流用増減

補　正

予算額

予　　算　　現　　額

　　上記のとおり相違ないことを証明します。

継続費
逓次繰越

当　初

予算額

維持費
及び繰越
事業費
繰越額


